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時事評論家 増田俊男
Oil talks 「原油がモノを言う」！ 

原油が「経済の米」（経済の原動力）の座を降りるまでには 50 年以上かかるだろう。今世紀はまだ

「原油を制する者が世界を制する」ことに変わりは無い。 
アメリカの金融緩和終了（6 月末）、ギリシャその他ヨーロッパ諸国の財政危機、日本の大震災によ

る生産低下、中国の度重なる利上げと銀行窓口規制等々で世界的に原油需要は減退するが、間違いな

く今後原油価格は高騰する。 
中国の需要が大きいと言っても需要の伸びは前年比で 15％前後でしかない。 
ゴールドマン・サックス(NY) の原油価格の予想は年内 130‐150 ドルとなっているがその根拠の

説明は説明になっていない。つまり言えないのである。 
 
ここで原油価格を決めるのは市場ではないことを明確にしておかねばならない。 
先ず原油の埋蔵量はオペック 12 カ国と中東諸国で世界の 76％を占めている。 
次に生産量であるが 1 日の世界の生産量は約 8,300 万バーレルでサウジ、ロシア、アメリカ、イラ

ン、中国、カナダ、メキシコ、アラブ首長国、クエ―ト、ベネズエラの 10 カ国が 65％を占めている。 
原油価格はオペックなど中東産油国の首脳、精製を引き受けるアメリカの大手石油会社、アメリカ

の投資銀行とマーケットを主導するヘッジファンドによって決まる。 
アメリカ政治は現在約 50％の原油海外依存度を 100％自主供給にすることを目標にし、原油価格を

高騰させることでテキサスやアラスカの原油開発の採算性を高めようとしている。サウジを中心とし

た中東勢はアメリカより中国により多くの原油を供給することで政治的にも中国と接近して従来のア

メリカからの精製と金融による支配から脱却しようとしている。 
アメリカの石油資本と投資銀行（金融）が原油価格を高騰させるためには原油価格を需給で決定さ

せないことである。 
その為、原油価格を年率 50‐60％のピッチで高騰させている。 
オイルショックはすべて人為的な所産だが、過去のオイルショックの値上がり率をみると下記の通

りである。 
有名な 1974 年の第一次石油ショック：73 年 12 月から 74 年 1 月 135%、90 年 6 月から同年 10

月 95％、2009 年 2 月から 2010 年 4 月 107％、そして現在 110 円をつけ前年 9 月から 50%以上の

値上がりになっている。 
過去現在の年率上げ幅は 49％である。金と共に原油は価格操作で確実に上昇する宿命にある。中国

政府は原油価格の値上がりに対して企業に補助金を出しているから益々原油価格は需給からかい離し

て行く。 
原油の高騰が何故宿命かは、アメリカのエネルギー自立がアメリカの宿命だからである。 
資本主義社会では「支配」が国益である。 
アメリカが自分の心臓に他人の血液を輸血しているようでは世界を支配することは出来ない。 
これから石油価格を 160 ドルに上げ、ガソリンスタンドのガソリン価格を 1 ガロン 60 ドルにすれ

ば経済は再びリセッション。国民の恨みを誰かに誘導して（大統領暗殺？）アメリカは自らの宿命に

一歩を踏み出そうとしている。 
＊基軸国家の特典（第三国が生み出すドル需要）で金を買い占め、原油を 200 ドルまで上げるべき

とは私のシンクタンク（ワシントン D.C.）のアメリカへの常なるアドバイスであった。 
所詮他国が被害者となる目先の暴落か、将来のゆるぎない世界支配（国益）か。 
アメリカの選択が世界の経済と政治を破壊的に変える。 
 

 

 

大好評配信中！増田俊男の「ここ一番！」 
「ここ一番！」はここ一番のタイミングにアドバイスをお送りする増田俊男のニュース・レター。「投資家の
友」として親しまれています。「危ないところを救ってくれてありがとう」、「儲かってます！」などなど好評で
す。読者の特権としてご質問に増田が即答します。 
お問合せは、㈱増田俊男事務所 TEL：03-3955-6686 まで 

 

「時事直言」の文章及び文中記事の引用をご希望の方は、 
事前に株式会社増田俊男事務所（℡03-3955-6686）までお知らせ下さい。 


